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        連結現金収支計算書の諸問題

Problems in Consolidated Statements of Cash Flows

              武 田 安 弘*

              Yasuhiro TAKEDA

 はしがき

 連結現金収支計算書は,今 日,国 際的に連結

貸借対照表および連結損益計算書 とともに基本

的な財務諸表 となりつつある。わが国において

は,現 金収支計算書は財務諸表の体系に含まれ

ず,わ が国大企業の一部が有価証券報告書また

は外国向けの英文アニュアル レポー トに連結現

金収支計算書を含めているにすぎない。しかし,

わが国においても,企 業会計審議会は,平 成8

年6月 に,連 結財務諸表を巡 る論点の整理の一

環 として,連 結現金収支計算書の導入について

検討することが報告 されてい るCi)。 連結現金

収支計算書は,1987年 に財務諸表の1つ とされ

た国際的に新 しい会計問題であり,わ が国では

英文アニュアル レポー トや米国基準で連結財務

諸表を作成 している会社では作成されてはいる

が,そ の他では未知の ものであるし,そ の作成

方法の考察はほとんど行 なわれていない(2)。

さらに,連 結財務諸表の作成 にさいして,在 外

子会社の現地通貨で表示されている財務諸表は

報告通貨に換算 されなければならない。連結現

金収支計算書における外貨換算の考察は,外 国

において も少ない。 したがって,連 結現金収支

計算書の諸問題の考察 は,緊 急を要する問題で

ある。そこで,本 稿では,連 結現金収支計算書

の作成 における諸問題 について考察する。

1.連 結キャッシュフロー計算書の意義と諸問題

 連結現金収支計算書(Consolidated Statemen七s

of Cash FIOws)は,親 会社を頂点 とする企業集

団と外部の取引に基づいて一定期間における現

金および現金同等物(以 下現金 という)の 変動

を明 らかにし,親 会社の立場か ら企業集団全体

の正味現金収入(キ ャッシュフロー)の 状態を

明 らかにする計算書である。米国の財務会計基

準審議会(FASB)の 財 務会 計基準 書第95号

(FAS95)や 国際会計基準第7号 改訂版(IAS 7)

においては,現 金収支計算書は,一 定期間にお

ける現金の変動を営業活動,投 資活動,お よび

財務活動の3つ の活動別 に区分 して,各 活動に

よる現金の正味変動額の合計額 に期首現金残高

を加えて期末現金残高を示す計算書である。そ

の主 な目的は,FAS95に おいては一定期間にお

ける企業の現金収入 と現金支出に関する適切な

情報 を提供することであり,そ の情報機能 は次

のとお りである(3)。

 (1)将 来 における正味現金収入を創出する企

  業の能力の評価

 (2)企 業の負債を支払 う能力,企 業の配当を
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  支払う能力，および外部会敵に対する必要

  性の評価

 13）純利益と純利益に関連する現金収入およ

  び現金支出との差異の理串の評価

 （4）一定期間において，現金を伴う投資取引

  および財務取引と現金を伴わな・い投資取引

  および財務取引が，企業の財政状態に与え

  る影響の評価

 また，IAS7においては，現金収支計算書は，

他の財務諸表とともに利用することにより，企

業の純資産の変動，財務構造（流動性および支

払能力を含む），ならびに環境や機会の変化に

適応するように正味現金収入の金額とタイミン

グに影響する能力を，利用者が評価できるよう

な情報を提供するとされている。また，現金収

支情報は，次の情報機能をもつとされる（4）。

すなわち，①企業が現金および現金同等物を創

出する能力を評価するにさいして有用であるこ

と，②利用者が異なる企業の将来の正味現金収

入の現在価値を評価し比較するためのモデルを

展開することを可能にすること，③それは同一

の取引および事象に対して異なる会計処理を適

用することによる影響を除去するから，異なる

企業の営業業績の報告の比較可能性を高めるこ

と，④実績情報は将来の現金収支の金額，タイ

ミング，および確実性の指標としてしばしば使

用されること，および⑤実績情報は，将来の現

金収支について過去の評価の正確性をチェック

したり，収益性および正味現金収入と価格の変

動のインパクトとの関係を検討するのに有用で

あることである。

 親会杜は多くの子会杜に支えられているので

あるから，親会社の上記の状況を評価するため

には，親会杜の個別現金収支計算書では十分で

はなく，企業集団全体の連結現金収支計算書が

必要キな乱1984年（昭和57年）2月における

大沢商会の会社更生法の申請は，子会社の倒産

によって，利益をあげ配当を行なっていた親会

社が倒産するという，・連結現金収支計算書の重

要性を浮き彫りにする事件であった。連結現金

収支計算書は企業集団の現金収支の状況を明ら

かにすることにより，親会社におけるこれらの

情報機能に奉仕するものであり，親会社の経営

者，投資者，債権者，取引先，その他の利害関

係者すべてにとって必要な会計情報を提供する

ものである。また，配当や債権者との契約は個

別企業で行なわれるから，個別企業の支払能力

を見るためには，個別現金収支計算書が必要で

ある。しかし，一定の企業集団に属する個別企

業の現金収支は企業集団との関連で影響を強く

受」けるから，個別企業の現金創出能力は企業集

団，したがって連結現金収支計算書との関連で

見られなければならない。このため，現金収支

計算書は，連結と個別の両方が必要であるとと

もに，連結会社間の現金取引を明らかにするこ

とも必要である。

 現金収支計算書は，FASBによって1987年11

月にFAS95において基本財務諸表の1つとして

制度化されてから，1991年9月には英国会計基

準審議会の財務報告基準第1号で，さらに1992

年に改訂されたIAS7において会計基準化され

た。その主な特質は，次のとおりである。

 ① 資金を現金および現金同等物としている

  こと。現金同等物は，短期で高度の流動性

  を有する投資を意味する。

 ② 現金収支計算書は，一定期間における現

  金および現金同等物（以下，現金という）

  の変動を明らかにすることを目的とする。

 ③ 現金の変動は，営業活動，投資活動，お

  よび財務活動の3つの活動別に表示され，

  各活動別の正味現金収入（支出）が示され

  る。

 ④現金の変動は，原則として，現金の収入

  と支出の総額で表示される。

 ⑤ 営業活動による正味現金収入は，営業活

  動による収入と支出（損益に伴う収入・支

  出）の総額で表示する方法（直接法）を望

  ましいとしているが，当期純利益を非現金

  項目で修正して営業活動からの正味現金収

  人を表示すること（間接法）も認めている。

 ⑥ 直接法による場合には間接法による表示，

  および現金の収支を伴わないが財政状態に
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  変動を与える投資活動および財務活動は，

  現金収支計算書の本体に表示されないで，

  現金収支計算書とは別個の補足明細表また

  は説明事項によって開示される。

 ⑦ 現金収支計算書は，一定期間における現

  金の増減額に期首現金残高を加減して，期

  末現金残高を算出する表示形式を用い，貸

  借対照表の現金残高と照合する形式による。

 連結現金収支計算書は，これらの特質をもち

ながら，さらに連結財務諸表上固有の問題とし

て，解決しなければならないものがある。その

第一は，連結合杜間における現金取引を消去す

ることである。こうした連結会社間の取引の消

去は連結現金収支計算書のみでなく，連結財務

諸表特有の問題である。第二に，営業活動から

の現金収支を間接法で表示する場合には，当期

純利益と減価償却費および棚卸資産に含まれる

内部取引による未実現損益を消去すること，お

よび現金の収支を伴わない連結固有の収益・費

用（非現金収益・費用）を当期純利益に加減し

て，正味現金収入に修正することである。こう

した連結固有の非現金収益・費用として，繰延

税金，未実現為替差損益，関連合杜の未分配利

益，少数株主利益がある（6）。第三に，子会杜

の取得と処分の表示をどのようにするかである。

これには，子会杜の取得および処分を「子会杜

の取得」 「子会社の処分」として一括して表示

し，その内訳は注記で示す方法（純額一括表示

法）と，子会社から取得した資産・負債を科目

別に増加額を，または処分した子会社の資産・

負債を科目別に表示する総額個別表示法とがあ

る。第四に，外貨建取引による現金収支と在外

子会杜の現金収支計算書をどのように換算し，

現金収支計算書に表示するかである。

2．連結現金収支計算書の作成方法

11）基本的な作成方法

 連結現金収支計算書は直接法ないし総額表示

法によって作成することが原則である。直接法
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により連結現金収支計算書を作成する方法には，

（ユ）個別現金収支計算書から作成する方法と，（2）

連結貸借対照表，連結損益計算書，その他の連

結資料から間接的に作成する方法とがある。

 前者は，連結会社において個別現金収支計算

書を作成し，連結会社間の現金取引を相殺消去

して連結現金収支計算書を作成する方法である。

FAS95の第2例示は，この方法によっている。

直接法の場合は，連結合杜間の現金取引を相殺

消去すればよいが，間接法による場合には，（1）

連結合杜間の現金取引の相殺消去のほか，（2）当

期純利益と減価償却費および棚卸資産に含まれ

る未実現利益を消去すること，（3）連結合杜間に

おける受取手形・売掛金と支払手形・買掛金等

の内部取引による債権と債務を相殺しなければ

ならない。

 連結現金収支計算書を個別現金収支計算書か

ら作成する方法には，①現金取引を帳簿に記録

し，その帳簿記録から作成する方法（直接作成

法）と，②個別貸借対照表と個別損益計算書か

ら間接的に作成する方法とがある。現金収支計

算書が基本的な財務諸表であるならば，帳簿記

録，つまり複式簿記の機構に基づいて作成する

のが論理的である。FAS95やニュージーランド

会計士協会（NZSA）の財務報告基準第10号

（FRS－10）では，後者の間接作成法によってい

る（7）。

 連結現金収支計算書を連結貸借対照表，連結

損益計算書，その他の連結資料から作成する方

法は，収益，費用を非現金取引で現金取引に修

正して連結現金収支計算書を作成する方法であ

乱それは，個別現金収支計算書を個別貸借対

照表および個別損益計算書から作成する方法と

同様に作成される。この方法のもとでは，連結

会社間の取引は相殺消去されているから，その

消去は不要である。IAS7の例示はこの方法に

よっている（8〕。

 したがって，連結現金収支計算書の作成方法

は，次のように示される。
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、連結現金収支計算書の作成方法

連結貸借対照表←一一一一．

連結損益計算書←一一

∵皐二二 ・帳簿記録

              ②      ↓①     ①

→連結現金収支計算書く一一■一一■一一個別現金収支計算書く一一帳簿言己録

①は個別現金収支計算書を作成する方法 ②は連結現金収支計算書を作成する方法

   は論理的な作成方法    は米国等で実際に作成している方法

 連結現金収支計算書は，次の理由で，個別現

金収支計算書から作成することが諭理的である。

①連結貸借対照表および連結損益計算書は個別

貸借対照表および個別損益計算書を基礎に作成

されること，②連結現金収支計算書の作成にさ

いして消去される連結合杜間の現金の移動が明

らかにされること，および③在外子会社の現地

通貨による財務諸表を親会社の財務諸表と連結

するためには，在外子会杜の財務諸表を報告通

貨に換算した後連結されるから，連結現金収支

計算書は在外子会社の個別現金収支計算書と親

会杜の個別現金収支計算書を基礎に作成するこ

とが諭理的であることである。

（2）個別現金収支計算書から作成する方法

 連結現金収支計算書を個別現金収支計算書か

ら作成する方法においては，連結現金収支計算

書は連結合杜の個別現金収支計算書を連結会社

間の現金取引を相殺して作成される。連結現金

収支計算書に表示される各項目の現金収支総額

は相殺消去によって変化し現金収支計算書の合

計額と異なるが，一定期間の正味現金増減額は

個別の合計額と異ならない。個別現金収支計算

書における売上収入・仕入支出は，個々の売上

収入・仕入支出を帳簿に記録して，その帳簿記

録から得られる方法と，次のように売上高を売

上債権の増減高で加減し，売上原価を棚卸資産

の増減高と仕入債務の増減高で加減して調整す

る方法とがある。一般に，後者の方法によって

いる。

 後者による場合，連結会社間の売上収入と仕

入支出の相殺消去額は，連結会社間の売上高か

ら連結会社間の取引による売上債権の増加高

（減少高）を差し引き（加え），連結会社間の

仕入高から連結合杜間の仕入債務の増加高（減

少高）を差し引く（加える）ことに計算される。

その他，連結合杜間における当該期間における

債権・債務収支取引，受取利息収入・支払利息

支出，受取配当金収入・支払配当金支出等が相

殺消去される。少数株主持分に対して何らの修

正も必要でないが，企業集団内の会社と少数株

主との間の直接的な現金収支は連結現金収支計

算書において開示されなければならない。

（3）連結貸借対照表と連結損益計算書から作成

 する方法

 連結現金収支計算書を連結貸借対照表および

連結損益計算書を基礎に作成する方法において

は，連結合杜間の取引は相殺消去されているか

ら，それは不必要であるが，収益・費用を非現

金取引で現金取引に調整する計算処理が必要で

ある。その意味では，連結現金収支計算書は，

個別現金収支計算書を間接的に作成する方法と

同様に作成される。

 この方法のもとでは，営業活動からの現金収

支を直接法で表示する場合には，連結損益計算

書項目を次のように営業活動に関係する貸借対

照表項目の増減と非現金項目により収益・費用

を収入・支出に調整計算する。
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売 上 収 入＝売上高一売上債権増加高一

 貸倒引当金繰入高十貸倒引当金戻入高十貸倒

 引当金増加高

仕 入 支 出＝売上原価十棚卸資産増加高一

 仕入債務増加高

当期費用支出高：当期費用十前払費用増加高一

 未払費用増加高

当期収益収入高＝当期収益十前受収益増加高一

 未収収益増加高

 営業活動からの現金収支を間接法で表示する

場合には，連結当期純利益の計算にさいして控

除されている非現金項目である少数株主利益と

減価償却費のような非現金費用を当期利益額に

戻し加え，非現金収益を控除し，営業活動に関

連する流動資産の増加額を差し引き減少額を加

え，流動負債の増加額を加え減少額を差し引き，

当期純利益を営業活動から得られた正味現金収

入額に調整しなければならない。これは，上記

の収入・支出と収益・費用の関係から，次のよ

うに示される。

 当期利益＝売上高十その他の収益一費用：

（売上収入十売上債権増加高十貸倒引当金繰入

高一貸倒引当金戻入高一貸倒引当金増加高）十

（当期収益収入高一前受収益増加高十未収収益

増加高）一（仕入支出一棚卸資産増加高十仕入債

務増加高）一（当期費用支出高一前払費用増加高

十未払費用増加高）一減価償却費その他の償却

費一貸倒引当金繰入高十貸倒引当金戻入高

 営業活動による正味現金収入額；売上収入一

仕入支出十その他の当期収入額一その他の当期

費用支出額；当期利益十減価償却費その他の償

却費十（仕入債務増加高十未払費用増加高十前

受収益増加高）一（売上債権増加高十棚卸資産増

加高十未収収益増加高十前払費用増加高）

 これらの調整は，計算的に行なえばよく，今

日ではコンピュータを使用して作成されるが，

その計算的仕組みは資金精算表で示すと明確で

便利であり，わが国では伝統的に資金精算表を

利用して説明される。

 営業活動に関係する貸借対照表項目以外の項

目は，その補足資料によって，投資活動と財務
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活動からの現金収支として，原則として総額で

計算表示する。貸借対照表項目を収支べ一スに

調整する場合には，貸借対照表への記入と反対

の処理をして，非現金項目の貸借残高（当期増

減額）をゼロにし，現金取引は資金科目（収入・

支出科目）で表示する。

3．連結現金収支計算書における活動別の分類

 現金収支計算書においては，現金収支は活動

別に区分して表示される。その場合に問題にな

るのは，取引が連結会社相互間で行なわれる場

合の取引の活動別の分類の方法である。この取

り扱いを示しているのは，ニュージーランド会

計士協会のFRS－10のみである。その手引書では，

その活動の分類は，その企業集団内における最

後の活動によるとされている（9）。

 たとえば，企業集団内のある会社がその集団

内の別の会社に売却する意図で資産を取得し，

その別の会社がその資産を投資資産として保有

すると思われる場合には，前者の会社が資産取

得のために行なった現金支出は投資活動として

分類されなければならない。また，企業集団内

の一会杜が当該企業集団内の別の会社に売却す

る意図で棚卸資産を取得するが，後者の会社が

その資産を固定資産として保有する場合もあり，

その場合には，取得と譲渡が同一期間に行なわ

れる場合には，取得にさいしての現金支出は投

資活動として分類されなければならない。棚卸

資産の取得と譲渡が異なる期間の場合には，取

得にさいしての現金交串は，最後の活動が営業

活動でないと確実に知られている場合を除いて，

営業活動として分類される。そして，翌朝に，

企業集団内の会社間の譲渡は相殺消去される。

4．手会社取得の処理・表示

 子会社取得は他の会社の発行済株式を過半数

取得して子会社として支配することを意味し，

米国等では合併のふつうの形態とされている。

それは，法律上1つの会社になるわけではない

ので，取得した子会杜の資産および負債は連結

財務諸表において結合される。こうした子会社
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取得は現金，負債，株式等の証券の発行など多

様な方法で行なわれるため，これを連結現金収

支計算書にどのように表示するかが問題となる。

その表示法には，純額一括表示法（以下，一括

法という）と総額個別表示法（以下，個別法と

いう）とがある。個別法は，子会社取得によっ

て生じた暖簾を含めて，取得会社が現金で被取

得会社から受け入れた現金以外の資産，負債，

および少数株主持分をその科目別に個別に総額

で表示する方法である。一括法は，子会社取得

のための総支出額から子会社取得によって得た

純資産のうちの現金を控除して，現金を除く純

資産の取得に要した正味支出額を「子会社取得」

の科目で一括して投資活動による現金支出の区

分に表示する方法である。現金収支計算書は一

定期間の現金収支の内容を表示するものである

から，個別法は現金収支計算書と相容れない方

法であり，一括法が諭理的である。最近の現金

収支計算書に関する会計基準では，改訂IAS7，

FAS95，および英国の財務報告基準第1号
（FAS1）においては一括法が採られている。

たとえばIAS7は，「子会社またはその他の事

業単位の取得および処分から生じる現金収支の

総額は，投資活動として別個に表示されなけれ

ばならない。」（ユO）と規定している。

 子会社取得の場合，一般に採用されている親

会社説のもとでは，少数株主持分は負債の一種

として取り扱われるから，子会社からの取得純

資産の計算にさいして，承継負債のみでなく少

数株主持分も控除されなければならない。また，

取得した子会杜が現金を保有している場合には，

改訂IAS7およびFAS95では，その保有現金を

控除した正味現金支出が表示され，注記で取得

の総対価額と正味現金支出とが区別して開示さ

れる。しかし，ニュージーランドのFRS－10に

おいては，子会社取得の正味現金支出は連結現

金収支計算書のなかで子会社取得の現金支出と

ともに，子会杜の保有する現金を子会社取得の

現金対価額から控除する形式で表示される。た

とえば，ある会社の株式全部を400，OOOドルで

取得して子会社とし，その対価を現金で190，000

ドル，残額の210，000ドルを株式を発行して交

付する場合，その取得した子会社に現金60，000

ドルがあるとすれば，次のように連結現金収支

計算書に示される（11〕。

投資活動による現金収支

 現金の使用

 子会杜の買収          190，000

 控除：子会社から取得した現金  （60，000）

  子会社買収による正味現金支出 130，000

注記は，次のように行なわれる』

 子会社の買収          400，000

 控除：対価の一部として株式の発行 210，O00

                 190，000

 控除：子会社から取得した現金  60，000

 正味現金支出        、 130，000

 FRS－10においては，子会社取得で承継した

当座借越がある場合には，それは現金の追加支

出と・して開示されなければならない。

 FRS－10においては，取得した子会社から承

継した資産と負債，および子会社取得から生じ

た暖簾の開示については述べられていない。し

かし，改訂IAS7等では，取得した子会社につ

いて，総額で次の項目を注記で開示しなければ

ならないことになっている（12）。

 （a）取得価額の合計額

 （b）取得価額のうち現金および現金同等物に

  よって支払われた部分

 （C）取得された子会社または事業単位におけ

  る現金または現金同等物の金額

 （d〕取得された子会社または事業単位におけ

  る現金および現金同等物以外の資産および

  負債の金額を主要な区分ごとに要約したも

  の（FRS－10に規定されていない部分）

 したがって，連結現金収支計算書が連結貸借

対照表を基礎に作成されている場合には，次の

ように処理される。すなわち，被取得会社から

取得した現金を除く資産・負債をr子会社取得」

という資金科目に振り替えて，被取得会社から

取得した現金を除く資産・負債を一括表示する。

子会社取得は被取得会社の取得に要した正味現
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金支出額を表す。被取得会社の株式を100％取

得しない部分取得の場合には，被取得会社に少

数株主持分が存在することになる。一括法にお

いては，子会社取得に伴う正味現金支出額が表

示されるから，少数株主持分が存在する場合も，

完全取得の場合と同様に処理される。ただ．し，

親会社説によ・り，一資産・負債の公正価値が帳簿

価額と異なるときは，評価差額のう・ち取得株数

の割合（親会社持分比率）が親会社持分として

計上され，暖簾も親会社持分のみが認識．される

から，子会社取得勘定に振替えられる子会杜の

資産・負債は，子会社の帳簿価額に評価差額の

うちの取得株式の比率を乗じた金額を加えた金

額である。

 取得会社が普通株式を発行して子会社を取得

する場合には，現金の支出を伴わないから，非

現金取引であり，連結現金収支計算書には表示

されない。しかし，重要な投資取引および財務

取引は現金収支に影響を与えなくとも，経済的

意思決定に重要であるから，現金収支計算書ま

たは財務諸表の補足情報として開示されなけれ

ばならない。改訂IAS7も， 「こうした取引は，

これらの投資活動および財務活動についてすべ

ての適切な情報を提供できる方法で，財務諸表

の他の箇所で開示されなければならない。」（⑭

と定めている。株式の発行による子会社取得な

いし合併の場合について，問題になるのは，子

会社取得にさいして子会社から取得した現金部

分は，現金取引部分であるから，連結現金収支

計算書に表示されることになるが，それをどの

ように表示するかである。現金で子会社株式を

取得したときは，子会社から取得した現金は支

出した現金額から控除され，現金収支計算書と

は独立して表示されないで，現金収支計算書の

注記に示される。これと首尾一貫するためには，

株式の交換による子会社株式の取得は，現金収

支計算書に表示しないで，子会社取得により承

継した資産の一部として注記（株式発行による

子会社取得の場合は補足情報）に示すべきであ
る（14）。
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 子会社取得と同様に，子会社株式の売却によ

る収入は， 「子会社株式の売却（収入）」とし

て一括して，連結現金収支計算書の投資活動に

よる現金収支の区分に表示されなければならな

い。連結現金収支計算書が個別現金収支計算書

から作成される場合には，親会杜が子会社株式

を売却した期間の個別現金収支計算書の投資活

動の区分に「子会社株式売却収入」が表示され

ているから，子会社株式売却収入は連結現金収

支計算書に容易に表示されることになる。

 しかし，子会社株式の売却は親会杜の持分の

変動であることでは子会社取得と同様であるが，

それには，①その売却後も親会社はその子会杜

を依然として支配し，株式が売却された子会杜

が従前どおり連結される場合と，②その売却に

よって子会社が子会社でなくなり，連結されな

くなる場合とがある。これらの子会社株式売却

の方法によって，連結損益計算書および連結貸

借対照表の作成が多少異なるから，これらの連

結財務諸表から連結現金収支計算書を作成する

場合には，原価法のもとでは複雑な問題が生じ

る。そして，連結現金収支計算書が連結貸借対

照表および連結損益計算書から作成される場合

には，子会社株式売却収入を計算するためには，

子会社株式の売却が連結貸借対照表および連結

損益計算書にどのように影響しているか明らか

にされなければならない。

（1）株式売去日後も子会社として支配権を有する

 場合

 親会杜が子会社株式の一部を売却しても，売

却後も支配権を有する場合（持株基準の場合は

過半数の株式保有）には，その子会社の財務諸

表は親会社のそれと連結され，売却された子会

社株式に係わる子会社に対する持分は連結上親

会社持分でなくなり，少数株主持分として処理

表示されなければならない。売却された子会社

株式の帳簿価額は親会杜の個別貸借対照表から

除去され，個別損益計算書には子会社株式売却

損益が表示されている。しかし，売却された子
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会社株式の企業集団における帳簿価額は，親会

社における帳簿価額ではなく，売却時における

子会社株式の持分である。それは，売却した子

会社株式の取得原価（＝子会社株式取得時にお

ける子会杜の資本勘定に対する持分±暖簾ない

し連結調整勘定）に子会社株式取得後における

剰余金の増加額に対する持分（期首剰余金に対

する持分）と当期利益額に対する持分を加えた

金額である。この連結上の売却子会社株式の帳

簿価額と売却額との差額が連結上の子会社株式

売却損益である。したがって，親会杜の子会社

株式売却益と連結上の子会社売却益の差額だけ

修正されなければならない。そして，売却され

た子会社株式の売却時における連結上の帳簿価

額からその暖簾ないし連結調整勘定残高（借方

残高の場合）を差し引いた金額が少数株主持分

として処理表示される。暖簾ないし連結調整勘

定が差し引かれるのは，今日の連結理論の基礎

纂驚鴬アニ機よ機：算ζ

れないからである。

 子会社株式の売却を含む連結財務諸表の作成

にさいしては，子会社株式の取得時の価額と子

会社敢得時の子会杜の資本勘定は相殺消去され

るが，その相殺消去にさいしては2つの方法が

ある。1つは，投資勘定と子会杜の資本勘定の

相殺消去にさいして，子会社取得時の子会社株

式全株の取得原価と子会社の資本勘定を相殺消

去する方法である。この場合には，親会杜の子

会社株式の残高は売却後の子会社株式の帳簿価

額であるから，売却した子会社株式の帳簿価額

分だけ貸方残高となる。このため，売却された

子会社株式の親会社における帳簿価額相当額を

借方に記入される。

 （借）子会社株式    ××

     一売却株式の取得原価一

   子会社株式売却益 ××

     一子会社株式売却益修正額一
      （貸）少数株主持分   ××

          一売却株式の持分額一

        暖    簾   ××
        （連結調整勘定）一売却株式に属

               する残高部分

 第2の方法は，親会杜の子会社株式残高のみ

を子会杜の資本勘定と相殺消去し，子会社株式

の取得時の子会杜の資本勘定と取得後の剰余金

増加額のうち売却株式の持分部分を少数株主持

分に振替える方法である。

 連結貸借対照表および連結損益計算書はこう

した処理の結果が表示されている。そこで，こう

した連結貸借対照表および連結損益計算書から

連結現金収支計算書を作成するためには，売却

子会社株式について連結時に行なわれた修正処

理を元に戻して，親会社における子会社株式の

売却の処理に再修正をすればよい。というのは，

子会社売却収入は親会社における収入であり，

それは子会社株式売却の取得原価に親会社にお

ける子会社株式売却益を加えた金額であるから

である。したがって，上記の処理の場合は，次

の処理により子会社株式売却収入が算出される。

∵株主持∴〕一難

  （連結調整勘定）

   剰 余  金  ××

  （子会社株式売却益一連結上の売却益）

      （貸）子会社株式売却

        収 入     ××

【設例】 P杜は19×2年1月1日にS杜の発行

済株式全株を原価59，000千ドルで取得した。取

得日におけるS社の株主持分は，資本金20，000

千ドル，剰余金34，000千ドルである。取得に伴

う暖簾5，000千ドルは定額法で20年間にわたっ

て償却される。

 2年後の19×4年1月1日に，P社は他の会社

M杜に14，000千ドルでS杜に対する持分の20％

を売却した。その売却日におけるS杜の株主持

分は，資本金20，000千ドル，剰余金40，000千ド

ルであった（15）。

 連結精算表のP杜の子会社株式は47，200，000

ドル（59，000，000－11，800，000）で借方記入され

ているが，②の連結処理により子会社株式残高

はゼロにならないで，貸方残高11，800，000となっ
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 ①S社株式売却時におけるP社の処理

  （借）現金預金   14，000，000

       （貸）子会社株式   1ユ，800，000（工〕

         子会社株式売却益  2，200，000

 （1〕  59，000，000×0．2＝11，800，000

 ②P杜の投資勘定とS社の資本勘定の相殺消去

   （連結処理）

  （借）資本金  20，O00，000

    剰余金  34，000，000

    暖簾 5，000，000
    （連結調整勘定）

       （貸）子会社株式   59，000，000

 ③ 売却S社株式の少数株主持分への振替えと連

  結上の子会社株式売却益の算出の処理

   （連結処理）

  （借）子会社株式   ユ1，800，000

    子会社株式売却益  1，100，000

       （貸）少数株主持分  12，000，000

         暖簾900，000

ている。このため，③の処理により残高をゼロ

にする。

 P杜の子会社株式の帳簿価額2，360，000ドル

（11，800，000x0．2）は企業集団の売却時の帳簿

価額ではなく，したがってP杜の個別損益計算

書に示されている子会社株式売却益2，200，000

ドルは企業集団の子会社売却益ではないから，

これを連結上修正することが必要である。

 売却S杜株式の帳簿価額：取得原価11，800，000

ドル十取得後・売却時までのS杜剰余金増加額

に対する持分（40，000，000ドルー34，000，000ド

ル）×O．2一暖簾償却部分（250，000ドル×2）

XO．2＝11，800，000ドノレ十1，200，000ドノレー100，O00

ドノレ＝12，900，000ドノレ

 S杜株式売却益＝14，000，000ドルー12，900，OOO

ド．ノレ＝1，100，000ドノレ

 したがって，連結上，P杜の個別損益計算書

に表示されている子会社株式売却益2，200，000

ドルー連結上の売却益1，100，000ドル＝修正額

1，100，000ドルを連結処理する。その結果，連

結損益計算書に子会社株式売却益は1，100，000

ドルとして示される。

 少数株主持分には暖簾を含めないから，売却
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S杜株式に属する暖簾残高900，000ドル（5，000，000一

償却額250，000×2）×0．2）を売却S社株式の

連結上の帳簿価額12，900，000ドルから控除して，

売却S社株式の持分を少数株主持分に振替える。

したがって，S杜株式の売却による少数株主持

分の増加額は12，000，000ドルとなる。

 連結貸借対照表および連結損益計算書には，

こうした処理の結果が示されているから，これ

らの連結財務諸表から連結現金収支計算書を作

成するためには，次の処理をする。

   （借）少数株主持分  ユ2，000，000

     暖簾900，000
     （連結調整勘定）

     子会社株式売却益  1，ユOO，000

       （貸）子会社株式売却収入 ユ4，000，000

（2）子会社株式の売却により子会杜が子会社で

  なくなる場合

 このケースでは，連結財務諸表は作成されな

いが，売却された子会社はこれまで企業集団の

一員であったから，親会社における子会社売却

益は企業集団の売却益ではなく，企業集団とし

ての売却益に修正されなければならない。この

ケースは，親会杜が所有する子会社株式全部を

売却する場合と，一部のみを売却して売却後持

分法が適用される場合とがある。

 企業集団における子会社株式の売却による利

益は，子会社株式の売却額が子会社株式の取得

原価（投資原価）に子会社取得後の利益のうち

親会社持分を加算した金額（企業集団としての

売却子会社株式の帳簿価額＝連結上の帳簿価額）

を超える額である。

 【設例】P杜は19×4年7月1日にS社の発
行済株式の60％を1，200，000千円で取得した。

取得にさいして暖簾（正・魚ともに）なかった。

取得日におけるS社の留保利益は600，000千円

であった。19×8年6月30日に，P杜はその持株

の全株を現金1，650，000千円で売却した。19x8年

6月30日に終わる年度に，S杜は純利益300，000

千円を得，その年度はじめにおけるS杜の留保

利益は1，000，000千円であった（工6）。
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 親会社P杜の勘定には、S杜株式の売却につ

いて、次の記入がなされる（単位：千円）

  （借）現  金  1，650，000

       （貸）子会社株式 1，200，000

         子会社株式売却益   450，000

 企業集団における利益は、次のように計算さ

れる。

  S杜に対する投資原価      1，200，000

  加算：P社に属するS杜の取得後の利益

    19x7年6月30日までの部分
     （（1，000，000－600，000）×60ジ6）  240．000

    19x8年6月30日の年度
     （300，000×60％）     ユ80．000

                 1，620，000

  S杜株式の売却収入       1，650，000

  連結上のS社株式売却益       30，000

 P礼と、S社を除くその他の子会杜の連結仕

訳は、次のように行なわれる。

  （借）子会社株式売却益   420，000

       （貸）留保利益    240，000

         当期利益   180，O00

 この連結仕訳の結果、子会社株式売却益は

30，000千円（借方420，000千円と貸方450，OOO千

円）の貸方残高として計算され、連結損益計算

書に記載される。

 連結損益計算書および連結貸借対照表は、こ

うした修正の結果が表示されている。したがっ

て、連結現金収支計算書にはこ次の処理により

子会社株式売却収入1，650，000千円が計算表示さ

れる。

  （借）子会社株式 1，200，000

    留保利益 240，000
    当期利益 180，000
    子会社株式売却益    30，000

       （貸）子会社株式売却収入  1，650，000

6．持分法による子会社株式売却損益・投資損

  並等

（1）持分法による子会社株式売却益

 前節においては，親会社の子会社株式売却損

益は連結上の子会社株式損益とする’ために調整

を行なったが，それは親会杜が原価法で子会社

に対する投資・損益を処理している場合である。

親会杜が持分法で処理をしている場合には，親

会社の帳簿に子会杜の持分の増減に応じてその

増減が認識されているから，親会社における帳

簿上の子会社株式売却損益は同時に連結上の損

益となっており，上記のような調整をする必要

はない。直前の設例についていえば，P社では

次の処理が行なわれる。

 （S杜株式取得時）

  （借）子会社株式    1，200，OOO

       （貸）現金預金   1，200，000

 （S社取得後・売却前の留保利益の

  増加分に対する持分）

  （借）子会社株式    240，000

       （貸）投資損益     240，000

  （借）子会社株式     180，000

       （貸）投資損益     180，000

 （S社株式売却時）

  （借）現金預金     1，650，000

       （貸）子会社株式 1，620，000

         子会社株式売却益   30，000

 したがって、持分法を適用している場合、連

結現金収支計算書に表示される子会社株式売却

収入は、次の処理により求められる。

  （借）子会社株式 1，620，000

    子会社株式売却益    30，000

       （貸）子会社株式売却収入  1，650，000

（2）投資損益

 連結財務諸表に持分法を適用している場合に

は，関連会社等の持分法適用会社から受け取っ

た配当金のみが連結現金収支計算書に含められ

る。連結現金収支計算書が個別現金収支計算書

から作成する場合には，持分法適用食杜からの

受取配当金収入は表示されているから，そのま

ま連結現金収支計算書に表示される。これに対

して，連結現金収支計算書が連結損益計算書お

よび連結貸借対照表から作成される場合には，

次の仕訳に示されているように，受取配当金は
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持分法による投資損益に含められているから，

投資損益のうち受取配当金として現金収入のあっ

た部分のみを持分法適用会社からの配当金収入

という資金勘定に振り替えて，連結現金収支計

算書に表示する。関連会社に当期純利益が計上

されたとき，支配合杜はその純利益に持分比率

を乗じた額を投資損益として計上する。

  （借）関連会社株式     ××

      （貸）投資損益    ××

 関連合杜から配当を受取ったとき、次の処理

が行なわれる。

 （借）現金預金     ××

     （貸）関連会社株式     ××

または、

 （借）現金預金     ××

     （貸）受取配当金      ××

 （借）受取配当金      ××

     （貸）関連会社株式    ××

 したがって、連結現金収支計算書を作成する

にさいして、次の処理をする。

（借）投資損益     ××

    （貸）持分法適用会社

      からの配当金収入   ××

 受取配当金を除いた持分法による投資損益は

非現金項目であり，現金収支計算書には含めら

れない。ただし，営業活動からの現金収支を間

接法で表示する場合には，受取配当金を除く持

分法による投資損益は，連結純利益を営業活動

からの正味現金収入に調整するため，現金収入

を伴わない収益（費用）として当期純利益から

控除（加算）する。

（3）少数株主利益・連結調整勘定当期償却額

 当期少数株主利益，連結調整勘定当期償却額

等の連結固有の損益科目も同様に，連結損益計

算書における当期純利益に加算して正味現金収

入に調整する。

7．在外手会社の現金収支計算書の換算

（1）在外子会杜の現金収支計算書の換算方法
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 在外子会杜を有する場合，連結する前に，そ

の在外子会社の現地通貨で表示されている個別

現金収支計算書項目を報告通貨に換算しなけれ

ばならない。その換算にさいしては，外貨換算

会計基準に準拠しなければならない。在外子会

杜の現金収支も，外貨建取引によって発生する

現金収支と同様に，現金収支の発生日における

報告通貨と外貨との為替レートによって換算さ

れなければならない（ユの。ただし，一定期間の

加重平均レートが実勢レートに近似する場合に

は，加重平均レートによる換算も認められる。

 現金収支計算書は営業活動，投資活動，およ

び財務活動の3つに区分して表示される。そこ

で，外貨で保有している現金の報告通貨同等額

に対する為替レートの変動の影響は，企業の一

定期間における現金残高に影響を与えるが，現

金収支でないため，為替レートの変動が現金に

与える影響は期首の為替レートで示される期首

現金残高と期末の為替レートで示され周期末現

金残高を調整し，別個の項目として表示されな

ければならない。在外子会杜の財務諸表項目の

換算においては，FAS95およびIAS7では，在

外子会杜の独立性の認識によって再測定法（テ

ンポラル法）と換算法（決算日レート法）のい

ずれかが適用される。しかし，現金収支計算書

め換算にさいしては，そのどちらが使用される

かに関係なく，現金収支計算書における現金の

変動は，期末の為替レートで換算された期末現

金残高と期首の為替レートで換算された期首現

金残高との差額である（18）。

 FAS95のもとでは，営業活動，投資活動，お

よび財務活動からの現金収支は，取引時の為替

レートまたは平均レートで換算されるが，FAS

95の例示では，在外子会杜の現金収支計算書に

おける営業活動からの現金収支は，売上高から

売上債権の増加を控除して売上収入を計算して

いるので，売上収入の換算は，売上高および売

上債権の増減を換算し，これらの換算後の金額

で売上収入の換算をすることになる。同様に，

仕入先・従業員に対する支払いは，売上原価と

販売費および一般管理費を棚卸資産の増減およ
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び仕入債務と未払費用の増減で調整して算出し

ているので，仕入支出および営業費支出は売上

原価および営業費を換算し，棚卸資産・仕入債

務・未払費用を換算し，その換算後の金額を加

減して支出の換算額を計算する。つまり，売上

収入・仕入支出の換算は，その計算の構成要素

である損益計算書項目・貸借対照表項目の換算

に従って換算される。その他の収入・支出は，

その期間の平均レートで換算されている。また，

投資活動および財務活動による現金収支は，取

引日における為替レートで換算される。

 在外子会社の現金収支計算書を連結する場合，

内部取引は相殺消去されるが，その相殺を容易

にするため，連結合杜相互間の取引は同一の為

替レートで記録されなければならない（19）。在

外子会社が決算日レートで換算するとすれば，

報告実体が取引日レートで記録している場合に

は，内部取引の換算後の金額は一致しないこと

になる。その場合には，外国通貨を保有してい

る現金残高の為替レートの変動と同一の方法で

処理されなければならない。

 （2）為替相場変動の影響の表示

 連結現金収支計算書には為替相場の変動が現一

金に及ぼす影響が表示される。FAS95において

は，在外子会社の個別現金収支計算書に，当期

の現金の正味増減額の前に，為替レートの変動

が現金に及ぼす影響が表示される。為替相場の

変動が現金に及ぼす影響は，次のようになる。

 （営業活動からの正味現金収支±投資活動か

らの正味現金収支±財務活動からの正味現金収

支）十為替相場の変動＝当期正味現金の増減＝

期末現金残高（期末為替レートで換算）一期首

現金残高（期首為替レートで換算）

   為替相場の変動が現金に及ぼす影響＝期

末現金残高一期首現金残高一（営業活動からの

正味現金収支±投資活動からの正味現金収支±

財務活動からの正味現金収支）

 為替相場の変動が現金に及ぼす影響は，期首

現金残高に及ぼす影響も含まれているから，期

首現金残高の後に表示するか，期中の活動から

の正味現金収支に及ぼす影響と期首現金に及ぼ

す影響を区分して表示することが論理的である。

しかし，為替相場の変動の影響は，期首為替レー

トで表示される期首現金を期末為替レートで示

される期末現金の調整として報告されるもので

あるから，ニュージーランドのFRS－10例示で

は，「為替相場の変動が外貨残高に与える影響」

として，期首現金残高と期末現金残高の間に表

示される（20）。オーストラリア会計基準第28号

（AAS28）においても，それは，「報告期間の期

首に外貨で保有していた現金残高に与える為替

相場の変動の影響」として，同様に，期首現金

残高の次に表示され，その後に期末現金残高を

示している（2ユ）。この表示法は，IAS7において

も採用されている。

 英国の財務報告基準第ユ号（FRS1）の例示

では，現金収支計算書は現金および現金同等物

の増減で終わる，いわゆる残高式表示法で表示

されるため，為替相場の変動の影響は，注記に

おいて，「期中における現金および現金同等物

の変動の分析」のなかで，次のように示され
る（22）。

  期首残高              ×××

  外貨換算レート変動の影響を調整する

  前の正味現金収入          ×××

  外貨換算レートの変動の影響     ×××

  期末残高              ×××

 この表示は，為替相場変動の影響の表示法と

して最も論理的であるが，現金収支計算書にお

いては，この表示法における期首残高と外貨換

算レート変動の影響を調整する前の正味現金収

入は順序が逆になるため，為替相場変動の影響

は実際上，米国のFAS95によるよりもニュー

ジーランドやオーストラリアのように期首残高

と期末残高の間に示される形式が諭理的である。

（3）間接法による現金収支計算書の換算

 現金収支計算書を間接法で作成する場合には，

再測定法と換算法とでは，損益計算書と貸借対

照表で異なったレートが適用されるため，当期

純利益を正味現金収入へ調整する過程は異なる。

しかし，最後の営業活動からの正味現金収入は，



                   武 出

現地通貨と報告通貨の両表示において，再測定

法と換算法で1司一となる。これは，再測定法で

は，為替換算差額で調整されるためである。

 間接法における第一の問題は，当期純利益の

換算が再測定法と換算法で異なることである。

当期純利益は損益計算書における換算後の金額

が使用される。この金額は，換算法では期中平

均ルートで計算された結果である。これに対し

て，再測定法では，当期純利益は期末留保利益

と期首留保利益の換算後の差額であり，税引前

当期純利益＝当期純利益十法人税額，為替差損

益＝為替差損益加減前税引純利益一税引前当期

純利益として計算される。テンポラル法では，
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為替換算差額は当期の損益として認識されるた

めである。

 第二の問題は，為替換算差額は再測定法では

純損益の一構成要素であるが，換算法では純利

益の一部ではなく，累積為替換算調整勘定とし

て資本の一要素として表示される。第三の問題

は，非現金費用，非営業損益，および非貨幣項

目の変化は，換算法のもとでは平均レートで換

算されるが，再測定法のもとでは発生日ないし

取得日レートで換算されることである。

 次に，FAS95が付録で示している例示（23）で

説明する。

営業活動による正味現金収入への当期純利益の調整

当期純利益

営業活動による正味現金収入に当期

 純利益を調整するための修正：

   子会社A社      子会社B杜
  （換算法適用）    （再測定法適用）

現地通貨  米ドル 現地通貨  米ドル
LC116     ＄ 50   LC1，229     ＄（66）

 減価償却費・無形資産償却        198    85    600    90
 有形固定資産売却損（益）                    （150）    25

 為替差益                                 （115）

 売上債権の増加             （85）   （37）   （300）   （9）

 棚卸資産の（増加）減少         （225）   （97）   （300）    107

 仕入債務・未払費用の増加（減少）     37    16   （200）   （6）

 未払利息・未払税金の増加（減少）    （4）   （1）   120     4

営業活動による正味現金収入       LC37   ＄16． LC999   ＄30
 （）はマイナスを表す。

 1 当期純利益は子会社A社、B杜の損益計算書の換算後の当期純利益

 2 A杜の減価償却費・無形資産償却以下の換算は当期の加重平均レート（0．43／LC）で換算

 3 B社については、減価償却費・無形資産償却、有形固定資産売却益は取得日レートで換算。

  有形固定資産の売却は、現地通貨で売価LC350一簿価LC200：売却益LC150であるが、ドル

  換算では売却時のレート（O．04）、帳簿価額は取得時のレート（O．195）で換算されるため、

  ＄14一＄89＝一＄25の損失となり、純利益を正味現金収入に調整するために加算される。

 4 為替差益＄！15は・B杜の財務諸表を現地揮貨から米ドルに再測定する結果として、当期

  純利益に含まれる為替差益（B杜の損益計算書から）を表す。為替差益は，調整のため、非

  現金収益として純利益から控除される。B社の売上債権の増加、仕入債務等の減少、未払利

  息等の増加は、加重平均レート（O．03）で換算。

   棚卸資産の増加の換算は、期首棚卸資産を取得日レート（0．07）で再測定し、期末棚卸資

  産は期中平均レート（0．03）で換算し、換算後の期末棚卸資産と期首棚卸資産との差額であ

  る（先入先出法を適用）。

     期末棚卸資産LC3，200一期首棚卸資産LC2，900＝LC300（増加）

     期末棚卸資産LC3，200x0．03一期首棚卸資産LC2，900×0．07＝一＄107
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8．外貨換算を含む連結現金収支計算書の作成

 在外子会社の個別現金収支計算書の換算が終

わると，親会杜の個別現金収支計算書と在外子

会社の換算後の個別現金収支計算書を連結して，

連結現金収支計算書が作成される。連結現金収

支計算書は連結合杜間の取引を相殺消去して作

成される。直接法による現金収支計算書におい

て相殺消去される連結会社間の取引には，次の

一ようなものがある。

 ① 連結会社間における売上収入と仕入支出

 ② 連結合杜間における受取利息・受取配当

  金と支払利息・支払配当金

 間接法による連結現金収支計算書を作成する

ために相殺消去される取引には，次のものがあ

る。

 ① 連結損益計算書の作成にさいして消去さ

  れる当期純利益の消去額（売上高と売上原

  価の消去等）

 ② 棚卸資産の増減から，棚卸資産に含まれ

  る連結合杜間の取引からの未実現内部損益

  の消去

 次に，FAS95に例示されている連結現金収支

計算書の作成例を示す。

   連結現金収支計算書（直接法）

19x1年1月1日から同年12月31日まで

    親会社F社  子会社A社  子会社B社 消  去 連  結

営業活動による現金収支：

 得意先から受取った現金

 仕入先・従業員に支払った現金

 支払利息

 支払法人税等

 受取利息・配当金

 その他の収入（支払）

  営業活動による正味現金収入

投資活動による現金収支：

 有形固定資産の売却収入

 有形固定資産の購入支出

  投資活動に使用された

   正味現金支出

財務活動による現金収支：

 短期債務による収入

 内部貸付金・借入金

 長期債務の発行収入

 長期債務の返済

 配当金の支払

  財務活動から得られた正味

   現金収入（使用された支出）

為替レートの変動が現金に

 及ぼす影響

現金及び現金同等物の正味増減額

現金・現金同等物期首残高

現金・現金同等物期末残高

＄4，610

（3，756）

（ 170）

（ 158）

  57

＄

（

（

（

888

806）

86）

25）

45

＄

（

（

（

561

370）

135）

21）

 5）

＄（ 430）

430

22）

16   30 （ 22）

＄5，629

（4，502）

（ 391）

（ 204）

  35

  40
583

 150       116        14

（450） （258） （ 15）

607

 280
（ 723）

（300） （142） （ 1）

  20

（ 15）

 200）

 120）

75

165

105） （

22）

15

35）

22

（ 443）

95

165

340）

120）

（315）  113  （ 20）

（ 32）

 255

  9  （  5）

（  4）    4

  15      5

22  （ 200）

  4
（ 32）

 275
＄ 223 ＄ 11 ＄ 9 ＄   ＄ 243
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 連結現金収支計算書が個別現金収支計算書に  の調整を注記する場合，営業活動からの正味現

もとづいて間接法によって作成され，または直  金収支は，棚卸資産に含まれる未実現利益を消

接法で作成されて当時期純利益と正味現金収支  失して次のように作成される。

               連結現金収支計算書（間接法）

                親会社F社子会社A杜子会社B杜消去連結
 営業活動による現金収支：

 当期純利益            417一 ＄ 50 ＄（66） ＄（ 37） ＄ 364

 営業活動による正味現金収入

  への純利益の調整のための

  修正：

  減価償却費・無形資産償却    350    85    90    －    525

  有形固定資産売却損（益）    （115）   一    25    一  （ go）

  正味実現可能価額への

   設備価額の引下        50    一    一    一    50

  為替差益            一    一   （115）      （ 115）

  繰延税金の引当て         90    一    一    一    90

  売上債権の増加        （ 85） （ 37） （  9）   一  （ 131）

  棚卸資産の（増加）減少    （ 80） （  7）   107    15  （ 55）

  仕入債務・未払費用の増加

  （減少）           （ 41）   16  （  6）    一  （ 31）

  未払利息・未払税金の増加

  （減少）           （  3） （ ・1）    4    一     一

 営業活動による正味現金収入   ＄ 583 ＄ 16 ＄ 30 ＄（22） ＄ 607

（注）（1）

（2）

当期純利益＄37の消去は，連結損益

計算書の作成にさいしての当期純利益

の消去額である。

 棚卸資産の消去＄15は，親会杜の棚

    卸資産に含まれている子会社B杜の未

    実現内部利益である。

 為替レートの変動が現金に及ぼす影響は，次

のように計算される。

          為替レートの変動が現金に及ぼす影響の計算

                         子会社A杜

期首現金残高に及ぼす影響：

 現地通貨の期首現金残高             LC38

 当年度の為替レートの正味変動          X0．05

  期首現金残高に及ぼす影響               ＄ 2

当年度の営業活動からの影響：

 現地通貨で営業活動によって提供された現金    LC37

 年度末の為替レート               XO．45

  年度末の為替レートにもとづく営業正味収入    ＄16

  現金収支計算書で報告される営業正味現金収入    16

   当年度の営業活動からの影響               0

子会社B杜

LC100
×（0．03）

LC999
×0．02

＄20

30

＄（3）

（ユ0）
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 当年度の投資活動からの影響：

  現地通貨で投資活動において使用された現金

  年度末の為替レート

   年度末の為替レートにもとづく投資正味支出

   現金収支計算書で報告される投資正味支出

    当年度の投資活動からの影響

当年度の財務活動からの影響：

  現地通貨で財務活動に提供した（使用した）現金

  年度末の為替レート

  年度末の為替レートにもとづく財務正味収入（支出）

  現金収支計算書で報告される財務正味収入（支出）

   当年度の財務活動からの影響

為替レートの変動が現金に及ぼす影響

LC（325）       LC（150）

 XO．45       ×0．02

＄（146）    ＄（3）

 （142）    （1）
      （4）      （2）

LC275        LC（500）

 ×0．45           ×0．02

＄124    ＄（10）

 113      （20）

11         10

＄ 9     ＄（5）

9．セグメント現金収支情報の開示

 IAS7は，情報利用者が企業の財政状態およ

び流動性を理解するため，追加情報として，業

種別および地域別のセグメントの営業活動，投

資活動，および財務活動による正味現金収入の

金額を開示することを奨励している（24）。現金

の創出能力はセグメントによって異なるからで

ある。また，これとともに，連結合杜間におけ

る現金収支を明らかにすることは，企業集団の

資金状況を判断するのに必要な情報である。同

一企業集団に属する企業はその間で資金の援助

をすることが多く，それが一企業の倒産により

当該企業集団に属する企業が連鎖的な倒産をす

ることもめずらしくないこと，企業集団の資金

状況の悪化は企業集団に属する多くの企業の支

払不能を引き起こす。さらに，連結現金収支計

算書においては企業集団内の個別企業の現金収

支が埋没してしまうため，連結現金収支計算書

とともに個別現金収支計算書も公表されるべき

である。これは，特に貸借契約が個別企業との

関係で行なわれるからである。つまり，個別現

金収支計算書，．内部現金取引，および連結現金

収支計算書の関係が明らかになるような現金収

支計算書の開示が望ましい。

10．保有する現金残高に対する制限

 現金収支計算書の目的は，一定期間における

企業の現金収支に関する情報を提供することで

あるから，企業活動の結果生じる現金残高はそ

の企業で一般的に利用できることに意味がある。

したがって，在外子会杜の現金残高の使用に制

限がある場合には，その事実が明瞭に開示され

なければならない（25）。

結  ぴ

 わが国においては連結現金収支計算書のみで

なく個別現金収支計算書さえ財務諸表とされて

いない。今日の企業の財務状況は，連結べ一ス

で見なければならない状況になっている。しか

しながら，わが国のみでなく，国際的にも，連

結現金収支計算書の研究はきわめて少ない。連

結現金収支計算書は帳簿記録にもとづく個別現

金収支計算書を基礎に作成し，個別現金収支計

算書，内部現金取引，連結現金収支計算書の関

係が明確であるような直接法による現金収支計

算書を作成することが望ましい。このようにし

て作成した連結現金収支計算書が最も簡明であ

るし，換算法か再測定法を適用するかに関係な

く，現金収支の発生時の為替レートまたは平均

レートで換算されるし，企業集団の現金創出能

力や支払能力を判断するのに有用である。



（工〕

（2〕

（3〕

（4〕

（6）

17）
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        （注）

企業会計審議会「連結財務諸表を巡る論点の整

理について」平成8年6月21日『JICPAジャー

ナル』第8巻第8号（1996年8月）93頁。

わが国において，これまで連結資金計算書につ

いて考察を試みている唯一の文献と思われるも

のは，大雑令純「連結資金計算書の諸問題」

（小川 列編著『現代資金会計の動向』国元書房

昭和58年所収）であろう。しかし，この論文は，

連結財政状態変動表の諸問題について考察した

もので，連結現金収支計算書とは基本的に異なっ

ている。
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